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令和４年度広島県内部統制評価報告書 
 
広島県知事湯﨑英彦は、地方自治法第150条第４項の規定による評価を行い、同項に規

定する報告書を次のとおり作成しました。 
 
１ 内部統制の整備及び運用に関する事項 

広島県知事湯﨑英彦は、広島県の内部統制の整備及び運用に責任を有しており、広島
県においては、「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン（平成31
年３月総務省公表。以下「ガイドライン」という。）に基づき、「広島県の内部統制に関
する方針」（令和２年３月 18 日）を策定し、当該方針に基づき財務に関する事務に係る
内部統制体制の整備及び運用を行っております。 
なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能

することで、その目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、
内部統制の目的の達成を阻害する全てのリスクを防止し、または、当該リスクの顕在化
を適時に発見することができない可能性があります。 

 
２ 評価手続 

広島県においては、令和４年度を評価対象期間とし、令和５年３月31日を評価基準日
として、ガイドラインの「Ⅳ 内部統制評価報告書の作成」に基づき、財務に関する事
務に係る内部統制の評価を実施いたしました。 

 
３ 評価結果 

上記評価手続のとおり、ガイドラインに規定する評価作業を実施した限り、評価対象
期間中の運用上の重大な不備を把握したため、広島県の財務に関する事務に係る内部統
制は評価対象期間において有効に運用されていないと判断いたしました。 

 
４ 不備の是正に関する事項 

令和４年度において、次の事案について運用上の重大な不備を把握しました。 
① 公募型プロポーザルにおいて入札等の公正などが害された事案 
② 相手方の選定に当たり必要な調査・検討を尽くすことなく随意契約の方法により
契約を締結した事案 

③ 特定建設業者に設計金額を漏えいし落札させたとして、職員が官製談合防止法等
違反の容疑で逮捕・起訴された事案 

これらの運用上の重大な不備については、把握後、速やかに、適正な状況の回復に向
けた取組を行っておりますが、公平性、公正性、競争性の確保が強く求められる県の入
札・契約事務においてこのような事案が相次いで発生したことは、県行政や県職員に対
する信頼を著しく損ねたものと考えております。 
発生した原因については、組織風土の問題や、関係職員に入札情報に関する守秘義務

意識や公正な契約手続に関する知識が十分に浸透していなかったこと、入札・契約制度
において不正行為の発生リスクとなる要因が存在していたことなど、様々な要因が複合
的に重なって発生したものと考えております。 
このことを踏まえ、関係部局において、自由闊達に議論できる職場づくりや、関係職

員向けの研修の実施、不正排除に向けた入札・契約制度の改正やシステム改修等の再発
防止策について検討を行うとともに、実施可能なものから早急に実施し、改善に取り組
んでいるところです。 
こうした不備の再発を防ぎ、内部統制制度を有効に機能させるため、改めて内部統制

の重要性について周知徹底し、全職員が主体的に取り組むという意識の醸成を図り、不



適正な事務処理の未然防止や早期発見の取組を推進することが必要であると考えており
ます。令和５年度においては、これまでの取組に加えて、繰り返し発生している不適正
な事務処理について全庁的な点検を行い、その要因を分析し、根本原因を踏まえた再発
防止策に取り組むなど、実効性のある内部統制を実践し、より一層、適正な業務遂行の
確保に努めてまいります。 

 
令和５年６月20日 広島県知事 湯﨑 英彦 
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１ 評価手続 
令和４年度における本県の内部統制の評価手続は、次のとおりとした。 

 
（１）評価体制 
 ○ 知事の指揮下において、評価部局（総務局審理担当）が知事を補助して、日常的モニタ

リングで発見した内部統制制度上の問題等を別の視点から評価した。 
 
（２）評価範囲 
ア 評価対象期間及び評価基準日 
（ア）評価対象期間 

令和４年度（令和４年４月１日～令和５年３月31日） 
（イ）評価基準日 

令和５年３月31日 
（ウ）その他 

内部統制制度施行日より前（令和元年度以前）の不適正な事務処理は、評価報告書に
おける評価対象から除く。 
 

イ 評価対象事務 
「広島県の内部統制に関する方針」（令和２年３月18日策定。以下「方針」という。）に

基づき、財務に関する事務とした。 
 

ウ 評価対象とする機関 
方針に基づく対象機関とした。 
知事部局、企業局、病院事業局、議会事務局、選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、
人事委員会事務局、労働委員会事務局、海区漁業調整委員会事務局、内水面漁場管理委
員会事務局、教育委員会事務局、警察本部の各課（室）及び各地方機関（県立学校及び
警察署を含む。） 

 
（３）評価方法 
ア 評価方法 
○ 制度関係課及び各所属へのヒアリングや報告の検証により、全庁的な内部統制及び業
務レベルの内部統制のそれぞれに整備上及び運用上の不備の有無を把握し、不備がある
場合には当該不備が「重大な不備」に当たるかどうかの判断を行い、内部統制の有効性
を評価した（独立的評価）。 

 
イ 整備上及び運用上の不備と有効性の考え方について 

  ○ 「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」（平成31年３月総
務省公表。以下「ガイドライン」という。）に基づき、次のとおり取り扱うこととした。 

区分 
整備状況（整備上の不備） 運用状況（運用上の不備） 

全庁的な内部統制 業務レベルの内部統制 全庁的な内部統制 業務レベルの内部統制 

不備 （ガイドラインによる例示） 
・内部統制が存在しない。 
・規定されている方針及び手続では内部統
制の目的を十分に果たすことができな
い。 

・規定されている方針及び手続が適切に適
用されていない。 
 
 

（ガイドラインによる例示） 
・整備段階で意図したように内部統制の効
果が得られておらず、結果として不適切
な事項を発生させた。 
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区分 
整備状況（整備上の不備） 運用状況（運用上の不備） 

全庁的な内部統制 業務レベルの内部統制 全庁的な内部統制 業務レベルの内部統制 

重大な
不備 

・全庁的な内部統制及び業務レベルの内部
統制の整備上の不備のうち、全庁的な内
部統制の評価項目に照らして著しく不
適切であり、大きな経済的・社会的な不
利益を生じさせる蓋然性の高いもの。 

・全庁的な内部統制及び業務レベルの内部
統制の運用上の不備のうち、不適切な事
項が実際に発生したことにより、結果的
に、大きな経済的・社会的不利益を生じ
させたもの。 

有効性 
の判断 

・評価対象期間の最終日である評価基準日
において、整備上の重大な不備が存在す
る場合、内部統制は有効に整備されてい
ないと判断する。 

・なお、整備上の重大な不備について、評
価基準日までに是正を行った場合には、
当該重大な不備に係る内部統制は有効
であると認めることができる。 

・評価対象期間において、運用上の重大な
不備が存在する場合、内部統制は有効に
運用されていないと判断する。 

備考 ・運用上の重大な不備については、不適切な事項が実際に発生したかどうかを基に判
断するものであり、評価基準日時点において整備上の対応も必要であると考えられ
る場合であっても、重複して整備上の重大な不備に該当することとはしないものと
する。 

 
ウ 内部統制の重大な不備の考え方（観点） 
○ ガイドラインにおいて、重大な不備とは、「事務の管理及び執行が法令に適合していな
いこと又は適正に行われていないことにより、地方公共団体・住民に対し大きな経済的・
社会的な不利益を生じさせる蓋然性の高いものもしくは実際に生じさせたもの」をいう
とされている。 

○ 本県においては、ガイドラインの考え方に基づいて、把握した整備上及び運用上の不
備が、  
  ・社会的な信頼を損ねるものであるか  

・県民への影響を与えるものであるか  
・業務遂行に影響を及ぼすものであるか 
・故意・重大な過失又は軽過失であるか  
などの観点を踏まえ、総合的に検討し、重大な不備に当たるかどうかを判断している。 
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２ 全庁的な内部統制の評価 
（１）評価項目及び評価方法 
○ 全庁的な内部統制については、ガイドラインに基づき、ガイドライン別紙１「地方公共
団体の全庁的な内部統制の評価の基本的考え方及び評価項目」により評価することとした。 

○ 具体的には、（２）の表に掲げる６つの基本的要素（①統制環境、②リスクの評価と対 
応、③統制活動、④情報と伝達、⑤モニタリング（監視活動）、⑥ＩＣＴ（情報通信技術）
への対応）の評価項目ごとに、「内部統制の概要」及び「統制内容を示す主な資料（関係規
則・通知等）」を整理し、不備の有無の把握及び不備がある場合には当該不備が重大な不備
に当たるかどうか判断を行った。 

 
（２）評価内容 

ガイドライン別紙１「地方公共団体の全庁的な内部統制の評価の基本的考え方及び評
価項目」より。 

① 統制環境 
評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

１ 長は、誠実

性と倫理観に

対する姿勢を

表明している

か。 

１－１ 長は、地方公共団体が事

務を適正に管理及び執行する上

で、誠実性と倫理観が重要である

ことを、自らの指示、行動及び態

度で示しているか。 

・「広島県の内部統制に関する方針」及

び「内部統制推進・運用の手引」を策定

し、コンプライアンス（法令等遵守）の

徹底等を明示するとともに、年度当初の

各種研修において当該方針を周知して

いる。 

・県行政に対する県民からの信頼をよ

り一層確保するため、令和５年３月に広

島県職員倫理要綱に関して、国家公務員

の取扱い等も踏まえて一部改正を行い、

職員に周知するとともに、遵守の徹底を

図っている。 

・年度始めの訓示など、各種機会を通じ

て、誠実性と倫理観が重要であることを

示している。 

・管理・監督者は、自らの服務規律の保

持について職員の範となるよう最大限

の努力を傾注しなければならないこと

を倫理要綱等に規定している。 

・広島県の内部統制に関する

方針 

・内部統制推進・運用の手引 

・広島県職員倫理要綱 

・広島県企業局職員倫理要綱 

・広島県土地造成事業職員倫

理要綱 

・広島県病院事業局職員倫理

要綱 

・広島県監査委員事務局職員

倫理要綱 

・広島県教育関係職員倫理要

綱 

・広島県警察職員服務規程 

 

１－２ 長は、自らが組織に求め

る誠実性と倫理観を職員の行動

及び意思決定の指針となる具体

的な行動基準等として定め、職員

及び外部委託先、並びに、住民等

の理解を促進しているか。 

・職員が職務を遂行するに当たって守

るべき必要事項等として、倫理要綱等を

定めている。 

・県行政に対する県民からの信頼をよ

り一層確保するため、令和５年３月に広

島県職員倫理要綱に関して、国家公務員

の取扱い等も踏まえて一部改正を行い、

職員に周知するとともに、遵守の徹底を

図っている。 

・広島県職員倫理要綱 

・職務の服務規律及び職務の

適正な執行の確保について

（通知） 

・広島県企業局職員倫理要綱 

・広島県土地造成事業職員倫

理要綱 

・広島県病院事業局職員倫理

要綱 

・広島県監査委員事務局職員

倫理要綱 

・広島県教育関係職員倫理要

綱 

・広島県警察職員服務規程 
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評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

１－３ 長は、行動基準等の遵守

状況に係る評価プロセスを定め、

職員等が逸脱した場合には、適時

にそれを把握し、適切に是正措置

を講じているか。 

・県民の信用失墜につながる行為等が

あった場合には、懲戒処分等を行うとと

もに、再発防止策を徹底している。 

・県行政に対する県民からの信頼をよ

り一層確保するため、令和５年３月に広

島県職員倫理要綱に関して、国家公務員

の取扱い等も踏まえて一部改正を行い、

職員に周知するとともに、遵守の徹底を

図っている。 

・人事評価の対象となる業務の適正な

執行を目標として設定できるほか目標

達成に向けたプロセスを評価する仕組

みとなっている。年間に上半期・下半期

の２期にわたり人事評価（目標管理制

度）を実施しており、上司が評価や面談

を通じて必要に応じて注意喚起や是正

措置を講じることができる。 

・病院事業局においては、行政職は上半

期・下半期の２期にわたり、医療職は１

年間を通じた人事評価（目標管理制度）

を実施しており、上司が評価や面談を通

じて必要に応じて注意喚起や是正措置

を講じることができる。 

・警察本部においては、１年間を通じた

人事評価（目標管理制度）を実施してお

り、上司が評価や面談を通じて必要に応

じた注意喚起や是正措置を講じること

ができる。 

・広島県職員倫理要綱 

・広島県企業局職員倫理要綱 

・広島県土地造成事業職員倫

理要綱 

・広島県病院事業局職員倫理

要綱 

・広島県監査委員事務局職員

倫理要綱 

・広島県教育関係職員倫理要

綱 

・広島県警察職員服務規程 

・広島県職員人事評価実施規

程 

・人事評価ハンドブック 

・広島県病院事業職員人事評

価実施規程 

・広島県教育委員会事務局等

の職員の人事評価に関する訓

令 

・広島県立学校職員の人事評

価に関する訓令 

・広島県警察職員の人事評価

に関する訓令 

２ 長は、内部

統制の目的を

達成するに当

たり、組織構

造、報告経路

および適切な

権限と責任を

確立している

か。 

２－１ 長は、内部統制の目的を

達成するために適切な組織構造

について検討を行っているか。 

・内部統制の実施体制（全庁的な推進体

制、評価体制、各所属における取組）を

明示し、全職員それぞれの職務が認識で

きるよう職務を明確化するとともに、具

体的な取組内容を明示している。 

・「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョ

ン」の目指す姿の実現に向け、令和２年

12 月に策定した「行政経営の方針」に

基づき、ミッション重視の組織体制の構

築に取り組み、①組織のミッション性の

向上、②柔軟かつ機動的な組織体制の整

備の２点に基づいた組織マネジメント

を行っている。 

・広島県の内部統制に関する

方針 

・内部統制推進・運用の手引 

・行政経営の方針 

２－２ 長は、内部統制の目的を

達成するため、職員、部署及び各

種の会議体等について、それぞれ

の役割、責任及び権限を明確に設

定し、適時に見直しを図っている

か。 

・知事の権限に属する事務を処理する

ために必要な内部組織等を設置すると

ともに、職員の職務権限及び事務の決裁

手続に係る規則等を定め、事務の遂行の

責任体制の確立と事務の組織的かつ能

率的な処理を図っている。また、適切な

・広島県行政組織規則 

・職員の職の設置に関する規

則 

・広島県地方機関の長に対す

る事務委任規則 

・広島県決裁規程 
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評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

組織構造や職務権限等について、適時・

適切に見直しを行っている。 

・知事部局以外の対象機関においても、

上記と同様の取組を実施している。 

・内部統制の実施体制（全庁的な推進体

制、評価体制、各所属における取組）を

明示し、全職員それぞれの職務が認識で

きるよう職務を明確化するとともに、具

体的な取組内容を明示している。 

・教育委員会に対する事務委

任規則 

・警察本部長等に対する事務

委任規則 

・議会事務局長に対する事務

委任規則 

・公営企業の管理者に対する

事務委任規則 

・広島県選挙管理委員会規程 

・広島県選挙管理委員会事務

局処務細則 

・広島県監査委員事務局の組

織及び職員の職の設置等に関

する規程 

・広島県監査委員事務局処務

規程 

・広島県人事委員会事務局の

組織に関する規則 

・広島県人事委員会処務規程 

・広島県労働委員会事務局の

組織に関する規則 

・広島県労働委員会事務局決

裁取扱要領 

・広島県公営企業組織規程 

・広島県公営企業事務委任規

程 

・広島県公営企業決裁規程 

・広島県土地造成事業組織規

程 

・広島県土地造成事業決裁規

程 

・広島県病院事業組織規程 

・広島県病院事業事務委任規

程 

・広島県病院事業決裁規程 

・広島県教育委員会組織規則 

・広島県教育委員会職の設置

に関する規則 

・地方機関の長等に対する事

務委任規程【教育委員会】 

・県立学校長に対する事務委

任規程 

・広島県教育委員会事務局等

決裁規程 

・広島県立学校校務決裁規程 

・広島県警察本部処務規程 

・広島県警察署処務規程 
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評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

・広島県の内部統制に関する

方針 

・内部統制推進・運用の手引 

３ 長は、内部

統制の目的を

達成するにあ

たり、適切な

人事管理及び

教育研修を行

っているか。 

３－１ 長は、内部統制の目的を

達成するために、必要な能力を有

する人材を確保及び配置し、適切

な指導や研修等により能力を引

き出すことを支援しているか。 

・職員の適性や経験を踏まえた人事配

置を行うとともに、研修において、初任

者を対象に「公務員としての心構え」を

科目として実施している。 

・職員の法務能力の向上を図るため、地

方自治法、行政手続法、行政不服審査法

等の基礎知識の習得の必要な職員に対

する研修を実施するとともに、研修用の

テキストを作成している。 

・不利益処分を行う担当課の職員が、行

政手続法に基づく聴聞手続を適切に行

うことができるよう、手引を作成してい

る。 

・職員が行政手続を適切に行うことが

できるよう、逐条解説を作成している。 

・人材マネジメント戦略 

・基礎法務研修テキスト 

・広島県の聴聞と弁明の手引 

・広島県行政手続条例逐条解

説 

３－２ 長は、職員等の内部統制

に対する責任の履行について、人

事評価等により動機付けを図る

とともに、逸脱行為に対する適時

かつ適切な対応を行っているか。 

・人事評価の対象となる業務の適正な

執行を目標として設定できるほか目標

達成に向けたプロセスを評価する仕組

みとなっている。年間に上半期・下半期

の２期にわたり人事評価（目標管理制

度）を実施しており、上司が評価や面談

を通じて必要に応じて注意喚起や是正

措置を講じることができる。 

・病院事業局においては、行政職は上半

期・下半期の２期にわたり、医療職は１

年間を通じた人事評価（目標管理制度）

を実施しており、上司が評価や面談を通

じて必要に応じて注意喚起や是正措置

を講じることができる。 

・警察本部においては、１年間を通じた

人事評価（目標管理制度）を実施してお

り、上司が評価や面談を通じて必要に応

じた注意喚起や是正措置を講じること

ができる。 

・広島県職員人事評価実施規

程 

・人事評価ハンドブック 

・広島県病院事業職員人事評

価実施規程 

・広島県教育委員会事務局等

の職員の人事評価に関する訓

令 

・広島県立学校職員の人事評

価に関する訓令 

・広島県警察職員の人事評価

に関する訓令 

 
② リスクの評価と対応 
評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

４ 組織は、内

部統制の目的

に係るリスク

の評価と対応

ができるよう

に、十分な明

４－１ 組織は、個々の業務に係

るリスクを識別し、評価と対応を

行うため、業務の目的及び業務に

配分することのできる人員等の

資源について検討を行い、明確に

示しているか。 

・行政経営の方針に基づき、「最少の

経費で最大の効果を挙げる」という行

政経営の基本原則に立って、効率的な

執行体制の構築に取り組んでいる。 

・財務に関する事務について、制度関

係課と密に連携しながらリスクを洗い

・行政経営の方針 

・広島県の内部統制に関する

方針 

・内部統制推進・運用の手引 
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評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

確さを備えた

目標を明示

し、リスク評

価と対応のプ

ロセスを明確

にしている

か。 

４－２ 組織は、リスクの評価と

対応のプロセスを明示するとと

もに、それに従ってリスクの評価

と対応が行われることを確保し

ているか。 

出し・分析等を行った上で「リスク評

価シート」を整備し、全職員への周知

を行うとともに、適時・適切に見直し

を行っている。 

５ 組織は、内

部統制の目的

に係るリスク

について、そ

れらを識別

し、分類し、分

析し、評価す

るとともに、

評価結果に基

づいて、必要

に応じた対応

をとっている

か。 

５－１ 組織は、各部署において、

当該部署における内部統制に係

るリスクの識別を網羅的に行っ

ているか。 

・財務に関する事務について、制度関係

課と密に連携しながらリスクを洗い出

し・分析等を行った上で「リスク評価シ

ート」を整備し、全職員への周知を行う

とともに、適時・適切に見直しを行って

いる。 

・広島県の内部統制に関する

方針 

・内部統制推進・運用の手引 

５－２ 組織は、識別されたリス

クについて、以下のプロセスを実

施しているか。 

1) リスクが過去に経験したもの

であるか否か、全庁的なものであ

るか否かを分類する 

2) リスクを質的及び量的（発生

可能性と影響度）な重要性によっ

て分析する 

3) リスクに対していかなる対応

策をとるかの評価を行う 

4) リスクの対応策を具体的に特

定し、内部統制を整備する 

５－３ 組織は、リスク対応策の

特定に当たって、費用対効果を勘

案し、過剰な対応策をとっていな

いか検討するとともに、事後的

に、その対応策の適切性を検討し

ているか。 

６ 組織は、内

部統制の目的

に係るリスク

の評価と対応

のプロセスに

おいて、当該

組織に生じう

る不正の可能

性について検

討している

か。 

６－１ 組織において、自らの地

方公共団体において過去に生じ

た不正及び他の団体等において

問題となった不正等が生じる可

能性について検討し、不正に対す

る適切な防止策を策定するとと

もに、不正を適時に発見し、適切

な事後対応策をとるための体制

の整備を図っているか。 

・財務に関する事務について、制度関係

課と密に連携しながらリスクを洗い出

し・分析等を行った上で「リスク評価シ

ート」を整備し、全職員への周知を行う

とともに、適時・適切に見直しを行って

いる。 

・県民の信用失墜につながる行為等が

あった場合には、懲戒処分等を行うとと

もに、再発防止策を徹底している。 

・県行政に対する県民からの信頼をよ

り一層確保するため、令和５年３月に広

島県職員倫理要綱に関して、国家公務員

の取扱い等も踏まえて一部改正を行い、

職員に周知するとともに、遵守の徹底を

図っている。 

・広島県の内部統制に関する

方針 

・内部統制推進・運用の手引 

・広島県職員倫理要綱 

・広島県企業局職員倫理要綱 

・広島県土地造成事業職員倫

理要綱 

・広島県病院事業局職員倫理

要綱 

・広島県監査委員事務局職員

倫理要綱 

・広島県教育関係職員倫理要

綱 

・広島県警察職員服務規程 
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③ 統制活動 
評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

７ 組織は、リ

スクの評価及

び対応におい

て決定された

対応策につい

て、各部署に

おける状況に

応じた具体的

な内部統制の

実施とその結

果の把握を行

っているか。 

７－１ 組織は、リスクの評価と

対応において決定された対応策

について、各部署において、実際

に指示通りに実施されているか。 

・財務に関する事務について、制度関係

課と密に連携しながらリスクを洗い出

し・分析等を行った上で「リスク評価シ

ート」を整備し、全職員への周知を行う

とともに、適時・適切に見直しを行って

いる。 

・広島県の内部統制に関する

方針 

・内部統制推進・運用の手引 

７－２ 組織は、各職員の業務遂

行能力及び各部署の資源等を踏

まえ、統制活動についてその水準

を含め適切に管理しているか。 

・職員の状況、職務に対する希望、適性

等を的確に把握等しながら、職員の能力

の活用と人材の育成を視点とした適材

適所の人事配置を行うとともに、法改正

等を踏まえた行政組織規則等の適時・適

切な見直しを行うことで、各職員の業務

遂行能力及び各部署の資源等を踏まえ、

統制活動の水準を含め適切に管理して

いる。 

・人材マネジメント戦略 

・広島県行政組織規則 

・職員の職の設置に関する規

則 

・広島県決裁規程 

・広島県地方機関の長に対す

る事務委任規則 

・教育委員会に対する事務委

任規則 

・警察本部長等に対する事務

委任規則 

・議会事務局長に対する事務

委任規則 

・公営企業の管理者に対する

事務委任規則 

・広島県公営企業組織規程 

・広島県公営企業事務委任規

程 

・広島県公営企業決裁規程 

・広島県土地造成事業組織規

程 

・広島県土地造成事業決裁規

程 

・広島県病院事業組織規程 

・広島県病院事業事務委任規

程 

・広島県病院事業決裁規程 

・広島県選挙管理委員会規程 

・広島県選挙管理委員会事務

局処務細則 

・広島県監査委員事務局の組

織及び職員の職の設置等に関

する規程 

・広島県監査委員事務局処務

規程 

・広島県人事委員会事務局の

組織に関する規則 

・広島県人事委員会処務規程 

・広島県労働委員会事務局の

組織に関する規則 

・広島県労働委員会事務局決

裁取扱要領 
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評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

・広島県教育委員会組織規則 

・広島県教育委員会職の設置

に関する規則 

・広島県教育委員会事務局等

決裁規程 

・広島県立学校校務決裁規程 

・地方機関の長等に対する事

務委任規程【教育委員会】 

・県立学校長に対する事務委

任規程 

・広島県警察本部処務規程 

・広島県警察署処務規程 

８ 組織は、権

限と責任の明

確化、職務の

分離、適時か

つ適切な承

認、業務の結

果の検討等に

ついての方針

及び手続を明

示し適切に実

施している

か。 

８－１ 組織は、内部統制の目的

に応じて、以下の事項を適切に行

っているか。 

1) 権限と責任の明確化 

2) 職務の分離 

3) 適時かつ適切な承認 

4) 業務の結果の検討 

・権限と責任の明確化、職務の分離、適

時かつ適切な承認を行えるよう、行政組

織規則等について、法改正等を踏まえ、

適時・適切に見直しを行っている。  

・本県独自の施策マネジメントシステ

ムの一部に、事業が予定どおりに進んで

いるかどうか点検し、変調をきたしてい

る事業の改善策を協議する「執行モニタ

リング制度」を組み込むことによって、

成果志向の行政体として有効に機能し

ている。 

・広島県行政組織規則 

・職員の職の設置に関する規

則 

・広島県決裁規程 

・広島県地方機関の長に対す

る事務委任規則 

・教育委員会に対する事務委

任規則 

・警察本部長等に対する事務

委任規則 

・議会事務局長に対する事務

委任規則 

・公営企業の管理者に対する

事務委任規則 

・広島県公営企業組織規程 

・広島県公営企業事務委任規

程 

・広島県公営企業決裁規程 

・広島県土地造成事業組織規

程 

・広島県土地造成事業決裁規

程 

・広島県病院事業組織規程 

・広島県病院事業事務委任規

程 

・広島県病院事業決裁規程 

・広島県選挙管理委員会規程 

・広島県選挙管理委員会事務

局処務細則 

・広島県監査委員事務局の組

織及び職員の職の設置等に関

する規程 

・広島県監査委員事務局処務

規程 

・広島県人事委員会事務局の

組織に関する規則 

・広島県人事委員会処務規程 
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評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

・広島県労働委員会事務局の

組織に関する規則 

・広島県労働委員会事務局決

裁取扱要領 

・広島県教育委員会組織規則 

・広島県教育委員会職の設置

に関する規則 

・広島県教育委員会事務局等

決裁規程 

・広島県立学校校務決裁規程 

・地方機関の長等に対する事

務委任規程【教育委員会】 

・県立学校長に対する事務委

任規程 

・広島県警察本部処務規程 

・広島県警察署処務規程 

・執行モニタリングについて

（通知） 

８－２ 組織は、内部統制に係る

リスク対応策の実施結果につい

て、担当者による報告を求め、事

後的な評価及び必要に応じた是

正措置を行っているか。 

・財務に関する事務について、内部統制

の取組の進捗確認や独立的評価を行う

ため、担当者から年２回の報告を受けて

おり、ヒアリングや報告の検証を実施

し、再発防止策・改善状況の確認など、

必要な是正措置を行っている。 

・広島県の内部統制に関する

方針 

・内部統制推進・運用の手引 

 
④ 情報と伝達 
評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

９ 組織は、内

部統制の目的

に係る信頼性

のある十分な

情報を作成し

ているか。 

９－１ 組織は、必要な情報につ

いて、信頼ある情報が作成される

体制を構築しているか。 

・組織として、適切な意思決定ができる

よう文書等管理規程や文書事務の手引

等により、文書等の作成ルールを定めて

いる。 

・また、新規採用職員に対して、規程等

の内容について研修を実施している。 

・県例規の制定、改正等を行う際の方

式、書式等について解説した手引を作成

している。 

・広島県文書等管理規則   

・広島県文書等管理規程 

・文書事務の手引 

・広島県電子文書等取扱要領 

・広島県企業局文書等管理規

程 

・広島県土地造成事業文書等

管理規程 

・広島県病院事業局文書規程 

・広島県議会事務局文書等管

理規程 

・広島県議会事務局文書等管

理要綱 

・広島県選挙管理委員会事務

局処務細則 

・広島県監査委員事務局処務

規程 

・広島県人事委員会処務規程 

・広島県教育委員会事務局等

文書管理規程 

・広島県立学校文書管理規程 
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評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

・文書事務取扱の手引【県立

学校用】 

・広島県立学校電子文書等取

扱要領 

・広島県警察における文書等

の取扱いに関する訓令 

・法制執務の手引 

・法制執務の手引（新旧対照

表方式） 

９－２ 組織は、必要な情報につ

いて、費用対効果を踏まえつつ、

外部からの情報を活用すること

を図っているか。 

・中央官庁等との間における事務の推

進及び連絡や県内産業の振興に資する

情報収集、企業や人材の県内誘致、県産

品や観光情報の提供等を推進するため、

東京都内に広島県東京事務所を設置し

ている。 

・県の施策の企画立案過程において、広

く県民等に対しその原案を公表し、それ

に対して県民等から提出された意見を

考慮して意思決定を行うために「県民意

見募集（パブリックコメント）制度」に

ついて指針を定めている。 

・県政に関する様々な課題について県

民の意見・要望を把握し、県行政の推進

に資する基礎資料とするため、「広島県

政世論調査」を実施している。この調査

は、昭和50年度から平成８年度まで毎

年実施しており、平成９年度以降は３年

に一度実施している。 

・上記のほか、新聞、iJAMP、日経テレ

コンなどの外部情報を活用している。 

・広島県行政組織規則 

・広島県県民意見募集手続に

関する指針 

・広島県政世論調査概要 

９－３ 組織は、住民の情報を含

む、個人情報等について、適切に

管理を行っているか。 

・個人情報の適正管理については、保護

管理者等を設置し、適正管理のために必

要な措置や漏えい事案に係る再発防止

策を講じるなど迅速な対応に努めてい

る。 

・職員に対しては、個人情報保護に関す

る研修を実施している。また、パソコン

の職員啓発画面による意識付けを行っ

ているほか、毎年度末の文書等の整理や

廃棄に伴い、個人情報の適正な管理を徹

底するよう周知を図っている。 

・広島県個人情報保護条例 

・広島県個人情報保護条例施

行規則 

・知事が取り扱う個人情報の

適正な管理のための措置に関

する要綱 

・広島県企業局個人情報保護

事務取扱要綱 

・公営企業の管理者が取り扱

う個人情報の適正な管理のた

めの措置に関する要綱 

・広島県土地造成事業個人情

報保護事務等取扱要綱 

・土地造成事業の権限を行う

知事が取り扱う個人情報の適

正な管理のための措置に関す

る要綱 

・広島県病院事業局個人情報

保護事務等取扱要綱 
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評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

・広島県議会個人情報保護条

例 

・広島県議会個人情報保護条

例施行規程 

・監査委員が取り扱う個人情

報の適正な管理のための措置

に関する要綱 

・人事委員会が取り扱う個人

情報の適正な管理のための措

置に関する要綱 

・労働委員会が取り扱う個人

情報の適正な管理のための措

置に関する要綱 

・広島県労働委員会個人情報

保護事務等取扱要綱 

10 組織は、組

織内外の情報

について、そ

の入手、必要

とする部署へ

の伝達及び適

切な管理の方

針と手続を定

めて実施して

いるか。 

10－１ 組織は、作成された情報

及び外部から入手した情報が、そ

れらを必要とする部署及び職員

に適時かつ適切に伝達されるよ

うな体制を構築しているか。 

・文書等の収受、処理、施行、保管・保

存等に関する必要な事項を文書等管理

規程や文書事務の手引等により定めて

いる。 

・職員に対して、文書管理に関する説明

会を定期的に実施している。 

・全職員が利用しているグループウェ

アの機能（メール、文書箱、掲示板など）

を活用し、適時・適切に情報が共有され

る体制となっている。 

・広島県文書等管理規則   

・広島県文書等管理規程 

・文書事務の手引 

・広島県企業局文書等管理規

程 

・広島県土地造成事業文書等

管理規程 

・広島県病院事業局文書規程 

・広島県議会事務局文書等管

理規程 

・広島県議会事務局文書等管

理要綱 

・広島県選挙管理委員会事務

局処務細則 

・広島県監査委員事務局処務

規程 

・広島県人事委員会処務規程 

・広島県教育委員会事務局等

文書管理規程 

・広島県立学校文書管理規程 

・文書事務取扱の手引【県立

学校用】 

・広島県警察における文書等

の取扱いに関する訓令 

・広島県情報セキュリティポ

リシー 

・行政LAN・WAN情報セキュリ

ティ実施手順 

・広島県電子文書等取扱要領 

・グループウェアマニュアル 

・広島県教育委員会情報セキ

ュリティポリシー 
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評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

・広島県教育情報ネットワー

ク（Heiwaネット）情報セキュ

リティ実施手順 

・広島県立学校電子文書等取

扱要領 

10－２ 組織は、組織内における

情報提供及び組織外からの情報

提供に対して、かかる情報が適時

かつ適切に利用される体制を構

築するとともに、当該情報提供を

したことを理由として不利な取

扱いを受けないことを確保する

ための体制を構築しているか。 

・組織内における情報提供については、

公益通報制度やパワーハラスメント、セ

クシュアルハラスメント等の相談窓口

を設置することにより、適時かつ適切に

利用できる体制を構築している。 

・教育委員会においては、令和５年２月

に職員からの公益通報に関する要綱を

一部改正し、事務局内の通報窓口に加え

て独立した外部の弁護士によって通報

を受け付ける外部窓口を設置すること

により、職員が躊躇することなく違法行

為等について通報できる体制を構築し

ている。（知事部局、議会事務局、選挙

管理委員会事務局、監査委員事務局、人

事委員会事務局及び労働委員会事務局

については、平成 19 年 10 月から外部

窓口を設置済み） 

・県民の意見・提言を県政に反映させる

ため、県HPに「県政提言メール」を設

置し、意見等に対しては、原則として10

日以内に担当課（室）からの返事（回答）

を送付している。なお、メール以外につ

いても、メールに準じて処理を行なって

いる。また、意見等のうち、県の施策や

取組みに関するものなど、多くの方に参

考等になると思われるものについては、

個人情報を除いた上で、回答と合わせて

県HPに公表している。 

・職員からの公益通報に関す

る要綱 

・セクシュアル・ハラスメン

ト、妊娠、出産、育児休業、介

護休暇等に関するハラスメン

ト及びパワー・ハラスメント

の防止に関する基本方針 

・セクシュアル・ハラスメン

ト及び妊娠、出産、育児休業、

介護休暇等に関するハラスメ

ントの防止に関する要綱 

・パワー・ハラスメントの防

止に関する要綱 

・企業局職員からの公益通報

に関する要綱 

・病院事業局職員からの公益

通報に関する要綱 

・広島県警察公益通報処理要

綱 

・広島県警察ハラスメント防

止対策要綱 

・広島県ホームページ「県政

提言コーナー」事務処理要領 

 
⑤ モニタリング（監視活動） 
評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

11 組織は、内

部統制の基本

的要素が存在

し、機能して

いることを確

かめるため

に、日常的モ

ニタリングお

よび独立的評

11－１ 組織は、内部統制の整備

及び運用に関して、組織の状況に

応じたバランスの考慮の下で、日

常的モニタリングおよび独立的

評価を実施するとともに、それに

基づく内部統制の是正及び改善

等を実施しているか。 

・次の方法により、本庁・地方機関等の

各組織に応じて日常的モニタリングを

行っている。 

・地方機関に対しては、「会計事務の品

質向上に係る実施方針」に基づき、原則

３年に１回の会計・物品指導検査（実地）

により、会計事務の指導を行っている。 

・本庁に関しては支出命令等の支払審

査においては、各部局の担当者を決め、

継続的・日常的モニタリングを行い、適

切な会計事務について指導している。 

・広島県会計規則 

・広島県契約規則 

・広島県物品管理規則 

・会計事務の品質向上に係る

実施方針 

・会計・物品事務に係る自己

点検票について 

・会計・物品指導検査（実地）

に係る自己点検票の作成につ

いて（通知の添付文書） 
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評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

価を行ってい

るか。 

・本庁、地方機関ともに、自己点検票に

よるモニタリングを実施するよう周知

し、会計事務の品質向上を促している。

また、年度にとらわれず適時に見直しを

行うこととしている。令和３年５月に

は、契約事務におけるリーガルチェック

の制度導入による項目の追加などを行

った。 

・各種会計事務に関するマニュアルを

公開し、このマニュアルを用いて研修を

行い、各所属による自己点検能力の向上

を促している。 

・委託・役務業務契約の適正な執行を各

所属において自律的に確保できるよう

にするため、随意契約に係るチェックシ

ートを作成し、各業務の執行伺い時に活

用することにより確認を行うこととし

ている。 

・令和４年８月から、適切な理由による

一者随意契約とするための取組として、

予定価格が100万円を超える委託・役務

業務に係る随意契約を行う場合には、そ

の契約結果を県HPで公表することとし

ている。 

・令和４年度に、教育委員会で実施した

NPO法人等との委託契約に関し、外部専

門家から公募型プロポーザル方式の契

約手続きの在り方等について指摘を受

けたことを踏まえて、関係法令を遵守

し、公正性、公平性、競争性のほか透明

性を確保するため、令和５年２月に公募

型プロポーザルの指針となる「公募型プ

ロポーザル方式に係る実施要綱」を策定

し、手続等に必要な基本的事項を定めて

いる。 

・令和４年５月に、国の間接補助事業に

係る不適正事案の発生防止の徹底（国の

間接補助事業の該当の有無を正確に把

握するとともに、補助金交付要綱等への

支払期限の明記や交付スケジュールの

作成、複数の職員による事務の進捗状況

の確認、補助金審査等マニュアル・チェ

ックリストへの確認項目の追加など）に

ついて、各局に通知している。 

・上記取組が各局において実施されて

いることを、予算編成時等、適宜確認を

行っている。 

・企業局においては、日常的な伝票の内

容確認及び審査並びに月次決算及び年

・重点指導検査項目に係る自

己点検票の作成等について

（通知の添付文書） 

・内部統制に係る自己点検票

について 

・支出ミスに係る「審査指導

課からの重要なお知らせ」に

ついて（通知） 

・出納員マニュアル 

・支出マニュアル 

・収入マニュアル 

・物品マニュアル 

・委託・役務業務契約事務の

手引 

・公募型プロポーザル方式に

係る実施要綱 

・委託・役務業務において随

意契約を行う場合の留意点に

ついて（通知） 

・委託・役務業務に係る随意

契約のホームページ公表につ

いて（通知） 

・職務の服務規律及び職務の

適正な執行の確保について

（通知） 

・現金の適正な保管管理につ

いて（通知) 

・補助金の適正な執行につい

て（通知） 

・広島県公営企業財務規程 

・財務会計システム決裁ポイ

ントナビ 

・広島県土地造成事業財務規

程 

・広島県病院事業財務規程 

・広島県の内部統制に関する

方針 

・内部統制推進・運用の手引 
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評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

次決算時の処理データの確認により、規

程・マニュアル等に基づいて適切な会計

処理が行われているかをモニタリング

し、必要に応じて指導している。また、

年に１回、地方機関の実地検査を行い、

業務の是正・改善を行っている。 

・土地造成事業に係る日常的な伝票の

内容確認及び審査並びに年次決算時の

処理データの確認により、規程・マニュ

アル等に基づいて適切な会計処理が行

われているかをモニタリングし、必要に

応じて指導している。 

・上記の制度関係課による日常的モニ

タリングに加え、各所属における自己点

検や、それらを踏まえた評価部局におけ

る内部統制の独立的評価を行い、適時・

適切に内部統制の是正・改善等を実施し

ている。 

11－２ モニタリング又は監査委

員等の指摘により発見された内

部統制の不備について、適時に是

正及び改善の責任を負う職員へ

伝達され、その対応状況が把握さ

れ、モニタリング部署又は監査委

員等に結果が報告されているか。 

・監査委員の指摘事項について、対応状

況を毎年度フォローアップしている。 

・広島県の内部統制に関する

方針 

・内部統制推進・運用の手引 

 
⑥ ＩＣＴ（情報通信技術）への対応 
評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

12 組織は、内

部統制の目的

に係る ICT 環

境への対応を

検討するとと

もに、ICTを利

用している場

合には、ICTの

利用の適切性

を検討すると

ともに、ICTの

統制を行って

いるか。 

12－１ 組織は、組織を取り巻く

ICT 環境に関して、いかなる対応

を図るかについての方針及び手

続を定めているか。 

・組織内の情報システムが、内部統制の

目的に係る安全かつ均質的なセキュリ

ティレベルを確保し、情報システム利用

者がいかなる場合においても組織とし

て統一された対応が可能となるよう、セ

キュリティポリシー等を策定している。 

・広島県情報セキュリティポ

リシー 

・行政LAN・WAN情報セキュリ

ティ実施手順 

・広島県教育委員会情報セキ

ュリティポリシー 

・広島県教育情報ネットワー

ク（Heiwaネット）情報セキュ

リティ実施手順 

12－２ 内部統制の目的のため

に、当該組織における必要かつ十

分なICTの程度を検討した上で、

適切な利用を図っているか。 

・組織内の情報システムのハードウェ

ア基盤の共通化など、内部統制の目的に

係る庁内情報システムの全体最適化を

常に検討し、実行している。 

・組織内の情報システムの構築・更新等

に際しては、総括官（情報戦略）への協

議・承認を経た上で、広島県経営戦略会

議において投資決定を行うなど、トップ

によるITガバナンスの確立を図ってい

る。 

・広島県情報セキュリティポ

リシー 

・広島県情報システム開発運

用要綱 

・行政LAN・WAN情報セキュリ

ティ実施手順 

・広島県行政LAN・WAN運用管

理要領 

・広島県教育委員会情報セキ

ュリティポリシー 



18 
 

評価の基本的 

考え方 

評価項目 内部統制の概要 統制内容を示す主な資料 

（関係規則・通知等） 

・組織内の情報システムの利活用に際

して、情報セキュリティポリシーを遵守

し、組織として統一された対応が可能と

なるよう、職員に対する情報セキュリテ

ィ研修を定期的に実施している。 

・RPAなど、新たなICT技術の活用を図

っている。 

・広島県教育情報ネットワー

ク（Heiwaネット）情報セキュ

リティ実施手順 

・広島県教育情報ネットワー

ク運用管理要領 

12－３ 組織は、ICTの全般統制と

して、システムの保守及び運用の

管理、システムへのアクセス管理

並びにシステムに関する外部業

者との契約管理を行っているか。 

・組織内の情報システムに統一された

アクセス権限を付与し、管理するための

広島県共通基盤システム（職員情報管理

機能）を構築・運用している。 

・教育委員会においては、組織内の共通

基盤システムを構築・運用し、システム

の保守及び運用管理等について、外部業

者との契約管理を行っている。 

・広島県情報セキュリティポ

リシー 

・広島県情報システム開発運

用要綱 

・広島県行政LAN・WAN運用管

理要領 

・広島県教育委員会情報セキ

ュリティポリシー 

・広島県教育情報ネットワー

ク運用管理要領 

12－４ 組織は、ICTの業務処理統

制として、入力される情報の網羅

性や正確性を確保する統制、エラ

ーが生じた場合の修正等の統制、

マスター・データの保持管理等に

関する体制を構築しているか。 

・組織内の情報システムに対し、個々の

情報システムの実情に応じた情報セキ

ュリティ実施手順を策定させ、ICTに係

る業務処理統制の確立を図っている。 

・広島県情報セキュリティポ

リシー 

・行政LAN・WAN情報セキュリ

ティ実施手順 

・広島県教育委員会情報セキ

ュリティポリシー 

・広島県教育情報ネットワー

ク（Heiwaネット）情報セキュ

リティ実施手順 

 
（３）不備の発生状況等 
○ 全庁的な内部統制については、（２）の表のとおり、ガイドライン別紙１「地方公共団体
の全庁的な内部統制の評価の基本的考え方及び評価項目」による評価項目それぞれに対応
する「統制内容を示す主な資料（関係規則・通知等）」が整備され、「内部統制の概要」の
とおり運用されていることを確認した。 
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３ 業務レベルの内部統制の評価 
（１）評価項目及び評価方法 
○ 業務レベルの内部統制については、ガイドラインに基づき、リスク対応策の整備が適時
に実施されたか、リスク対応策の内容が適切であったか、自己点検やその後の改善が適切
に実施されたかを評価項目として評価することとした。 

○ 具体的には、各所属の報告による不適正な事務処理の内容を踏まえ、不備の有無の把握
及び不備がある場合には当該不備が重大な不備に当たるかどうか判断を行った。 

 
（２）評価内容 
ア 各所属の報告による不適正な事務処理の発生状況 
○ 令和４年度における不適正な事務処理は129事案発生し、前年度に比べてやや減少し
たものの、下表のとおり、依然として不適正な事務処理が全庁的に多数顕在化した。 

○ 分類別内訳では、令和２年度に多数発生した「決裁者誤り、回議先誤り」については、
決裁規程等の見直しや人為的なミスを防止するための財務会計システムの改修に取り
組み、事案数が減少している（令和２年度評価37→令和３年度評価13→令和４年度 
評価７）。  

○ 「落札決定等の手続の誤り」や「提出書類の未受領・不備」など、入札・契約事務に
おいて不適正な事務処理が増加した。 

〇 県から事業者に間接補助金の交付が遅延したこと等により、「国庫補助金の歳入欠陥」
が発生した。 

○ 令和３年度に全庁点検を実施した「設備の保守点検に係る仕様書、設計書、特記仕様
書の不備」については、点検結果を踏まえて年度内に速やかに是正し改善を図ったこと
から、事案数が大幅に減少した（令和３年度評価41→令和４年度評価２）。 

○ なお、下表の不適正な事務処理については、把握後速やかに、適正な状況の回復に向
けた取組を行っており、再発防止策については、費用対効果の観点も踏まえつつ検討し、
実現性が高く、再発防止策として継続性があるものが順次実施されていることを確認し
た。 

 
【分類別発生事案数】 ※（ ）内は令和３年度評価の事案数 

分類 発生事案数 主な発生要因 主な再発防止策 

財務共通 15（27） ・ 法令・マニュアル等に関する
知識が欠けていた、若しくは誤
って認識していた。 

・ 担当者による確認が不足して
おり、組織としてのチェックも
不十分だった。 

 

・ 研修等の実施による
関係法令・マニュアル
等の周知、徹底 

・ チェックリストの作
成・見直し、複数人での
確認の実施 

収入 ３（７） 
支出 71（86） 
財産 26（22） 
工事 14（５） 

計  129（147） 
   
（分類別内訳） ※（ ）内は令和３年度評価の事案数 

分類 主な発生リスク 発生事案数 
財務
共通 

決裁者誤り、回議先誤り ７（13） 
施行文の浄書誤り ０（２） 
その他（文書の紛失、個人情報の漏えい・紛失 等） ８（12） 

収入 調定等（調定、調定調書の作成、納入の通知）遅延 ０（２） 
予算科目の相違 １（１） 
課税誤り ０（２） 
その他（領収証書の未交付、手数料の誤徴収 等） ２（２） 

支出 入札等の公正性が害された行為 １（０） 
明確な理由に欠ける随意契約の締結 １（０） 
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分類 主な発生リスク 発生事案数 
設計金額の漏えい １（０） 
落札決定等の手続の誤り ５（０） 
金額誤り ０（７） 
国庫補助金の歳入欠陥、補助金の交付額誤り等 ６（６） 

設備の保守点検に係る仕様書、設計書、特記仕様書の不備 ２（41） 
旅費の誤支給・未支給 29（13） 

その他（支払遅延、立替払 等） 26（19） 
財産 財産台帳、貸付台帳、借受台帳への登録もれ、更新もれ（公有財産） ０（３） 

不用品の手続不備の廃棄 ４（２） 
行政財産使用料等の算定誤り １（２） 
行政財産使用料等の収入手続の遅延 ４（０） 
その他（回数通行券の払戻手続漏れ、発注決裁書に基づかない購入
（物品） 等） 17（15） 

工事 提出書類の未受領・不備 ６（２） 
文化財保護法等において必要とされる手続の未実施 １（０） 
その他（設計金額の誤り、契約書・設計図書の不備、 等） ７（３） 

 合計 129（147） 
  
イ 不適正な事務処理に係る重大な不備の検討について 

○ アの表の令和４年度における不適正な事務処理については、１（３）ウの「内部統制
の重大な不備の考え方（観点）」により、総合的に検討した結果、以下の事案１～３を運
用上の重大な不備に当たると判断した。 

 
 【事案の概要等】 ※評価基準日（令和５年３月31日）時点 

〔事案１〕公募型プロポーザルにおいて入札等の公正などが害された事案 
〔事案２〕相手方選定に必要な調査・検討を尽くすことなく随意契約を締結した事案 

不適正な事務処理の概要 
〔事案１〕 
契約の相手方の決裁権限を有する職員が、公募型プロポーザルの実施前に、各県立学校

長に対し、特定事業者の提案内容を含んだ資料を通知し、生徒募集を行うことを求める行
為により、入札等の公正を害するなどの事案が発生した。 
〔事案２〕 
 契約の相手方の選定に当たり必要な調査・検討を尽くすことなく随意契約の方法によ
り契約を締結した事案が発生した。 

主な発生要因 主な再発防止策 
○ 教育長のマネジメントの問題として、
行政として行うべき手続に対する意識が
不足していたことや職員の声を十分にく
み取ることができていなかったこと。 

 
 
○ 教育長を含む管理職の問題として、職
員が素直に質問・意見できるような雰囲
気を醸成できておらず、職員が納得感を
得ながら事業を構築していく姿勢に欠け
ていたこと。 

 
 

○ 教育長として、行政として行うべき手
続に注意を行き届かせるとともに、「職場
の安全宣言」を発出し、自らが率先して、
職員の声を十分にくみ取る姿勢に基づく
サポート型のマネジメントを徹底する。 

 
○ 研修の受講等により、管理職に必要な
マネジメント能力やコミュニケーション
能力を向上させるとともに、管理職によ
る「職場の安全宣言」を発出し、組織内で
の意思疎通の活性化と職場の心理的安全
性の向上を図り、不適切な事務処理を未
然に防ぐ組織づくりを進める。 
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○ 管理職及び一般職員共通の問題とし
て、コンプライアンスへの理解や意識が
十分でなかったこと。 

 
 
 
 
 
 
○ 先進的な事業への対応の問題として、
目標として掲げる成果を挙げることにと
らわれ、業者選定を含めた事業の進め方
についての問題意識が薄かったこと。 

 

○ 「広島県教育関係職員倫理要綱」の改
正を行い、その遵守について周知徹底し
た。 

○ 法令遵守はもちろんのこと、コンプラ
イアンスを自分事として理解して取り組
む意識を浸透できるよう、事務局にコン
プライアンス推進監を設置するなど事務
局全体での推進を図る。 

 
○ 研修を実施し、事務系職員及び教育系
職員に知識の定着を図った。 

○ 契約事務等に関して、事務系職員をチ
ェック実施者として事務分掌に位置付け
るなどチェック機能を強化する。 

   ※ 令和５年４月以降、引き続き、再発防止に必要な取組について検討が行われ、令和５年５月に「不祥事を

生まない安全で安心な職場づくりに向けて（最終整理）」が公表されている。 

 
〔事案３〕特定の建設業者に設計金額を漏えいした事案 

不適正な事務処理の概要 
 県発注工事等に関して、特定の建設業者に設計金額（予定価格設定の参考額）を漏えい
し落札させたとして、職員が官製談合防止法等違反の容疑で逮捕・起訴された事案が発生
した。 

主な発生要因 主な再発防止策 
○ 職員モラル（入札に関する情報の守秘
義務意識）が欠如していたこと。 

 
 
 
 
 
 
 
○ 所掌事務に応じて設定されたシステム
アクセス権限が不適切に利用された可能
性があること。 

 
 
 
 
 
 
 
○ 入札執行前に設計金額から調査基準価
格が容易に特定可能であったこと。 

○ 「広島県職員倫理要綱」の遵守を周知
徹底した。 

○ また、関係職員において、官製談合防
止法に係る研修用動画を視聴し入札に係
るコンプライアンスの徹底を図った。 

○ 今後、公正取引委員会からの講師派遣
等により、官製談合防止等に係る研修会
を実施する。 

 
○ 関係職員において、利用するシステム
の機能や利用目的等を整理し、担当事務
に必要のない機能を利用しないよう周知
徹底した。 

○ アラート機能の導入やアクセスログ管
理機能の強化など、不正行為に対する抑
止効果を高めるためのシステム改修を実
施し、入札関係システムの運用改善を図
る。 

 
○ 低入札価格調査制度を強化し、変動型
の調査基準価格を導入する。 

 
（３）不備の発生状況等 
○ 業務レベルの内部統制については、（２）のとおり、令和４年度における不適正な事務処

理について、その一部に運用上の重大な不備に当たるものがあることを確認した。 
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４ 評価結果 
令和４年度に把握した不備については、把握後、速やかに適正な状況の回復に向けた取組

を行い、再発防止策を順次講じるとともに、内部統制制度の定着に向けて３つの重点的な取
組（内部統制及びコンプライアンスの強化、リスク管理の強化、適時・適切な報告）を行っ
たところであるが、３（３）不備の発生状況等のとおり、評価対象期間中の運用上の重大な
不備を把握したため、広島県の財務に関する事務に係る内部統制は、評価対象期間において
有効に運用されていないと判断した。 

 
今後の内部統制制度の運用・推進に当たっては、こうした不備の再発を防ぎ、内部統制制

度を有効に機能させるため、次のとおり重点的に取り組むことにより、改めて内部統制の重
要性について周知徹底し、全職員が主体的に取り組むという意識の醸成を図り、不適正な事
務処理の未然防止や早期発見の取組を推進することが必要である。また、繰り返し発生する
不適正な事務処理が見受けられることから、その要因を分析し、根本原因を踏まえた再発防
止策に取り組むなど、実効性のある内部統制を実践し、より一層、適正な業務遂行の確保に
努めることが必要である。 

 
○ 内部統制及びコンプライアンスの強化 
・ 内部統制の全庁的な推進体制「内部統制推進連絡会議」において、全庁的な不適正な事
務処理の事例共有、再発防止策の周知徹底、優良な取組の事例共有 

・ 新規採用職員を含めた全職員に対する内部統制制度の研修や、管理者研修・監督者研修
等を通じたコンプライアンス等に関する研修の実施  

・ 繰り返される不適正事案に対する点検の実施 
 
○ リスク管理の強化 
・ 令和４年度に把握した不適正な事務処理を踏まえ、事務フローや関係規程等の見直し、
システムの改良などの根本的な対策の実施 

 
○ 適時・適切な報告 
・ 不適正な事務処理が発生した場合において、それぞれの職員の職務に応じて滞りなく報
告がなされるよう、報告・相談のしやすい職場環境づくりや、実施担当者（所属長）が主
体となって確実に実施責任者（局長等）へ報告 

 


